
○交付運用報告書は、運用報告書に記載すべき事項の
うち重要なものを記載した書面です。その他の内容
については、運用報告書（全体版）に記載しており
ます。
○当ファンドは、投資信託約款において運用報告書
（全体版）に記載すべき事項を、電磁的方法により
ご提供する旨を定めております。運用報告書（全体
版）は、岡三アセットマネジメントのホームページ
にて閲覧・ダウンロードいただけます。
○運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求
により交付されます。交付をご請求される方は、販
売会社までお問い合わせください。

＜運用報告書（全体版）の閲覧・ダウンロード方法＞
ホームページのファンド情報から当ファンドのファン
ド名称を検索することにより、運用報告書（全体版）
を閲覧およびダウンロードすることができます。

〒104-0031　東京都中央区京橋２－２－１

お問い合わせは弊社カスタマーサービス部へ
フリーダイヤル  0120－048－214（営業日の9:00～17:00）

［ホームページ］
http://www.okasan-am.jp

※アクセスにかかる通信料はお客様のご負担となります。
※機種により本サービスをご利用いただけない場合があります。

受益者の皆様へ
　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上
げます。
　さて、「アジアセレクト・インフラ関連株オー
プン」は、このたび、第３期の決算を行いまし
た。
　当ファンドは、インフラ関連日本株マザーファ
ンドおよびインフラ関連インド・アセアン株マ
ザーファンドの受益証券への投資を通じて、日
本、インドおよび東南アジア諸国連合（アセア
ン）各国のインフラ関連企業の株式（ＤＲ（預託
証券）を含みます。）および上場投資信託証券
（ＥＴＦ）等に投資を行い、投資信託財産の成長
を目指して運用を行いました。
　ここに、当作成対象期間の運用経過等について
ご報告申し上げます。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願
い申し上げます。

第３期末（2017年２月27日）
基 準 価 額 9,426円
純 資 産 総 額 1,119百万円

第３期
騰 落 率 8.6％
分配金（税引前）合計 0円
（注）騰落率は分配金（税引前）を分配時に再投資したも

のとみなして計算したもので、小数点以下第２位を
四捨五入して表示しております。

（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しておりま
す。

アジアセレクト・
インフラ関連株オープン

追加型投信／内外／株式

作成対象期間：2016年８月27日～2017年２月27日

交 付 運 用 報 告 書
第３期（決算日　2017年２月27日）
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1

アジアセレクト・インフラ関連株オープン

期　首：8,682円
期　末：9,426円（既払分配金（税引前）：0円）
騰落率：    8.6％（分配金再投資ベース）

（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的
なパフォーマンスを示すものです。

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件
も異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。

（注）分配金再投資基準価額は、期首（2016年８月26日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

運用経過
期中の基準価額等の推移 （2016年８月27日～2017年２月27日）
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2

アジアセレクト・インフラ関連株オープン

○基準価額の主な変動要因
　当ファンドの主要投資対象ファンドにおける主なプラス要因およびマイナス要因は以下の通りです。

（主なプラス要因）
○インフラ関連日本株マザーファンド
・古河電気工業、安藤・間、住友重機械工業への投資が基準価額にプラスに寄与しました。

○インフラ関連インド・アセアン株マザーファンド
・株式市場において、インドの公益株や電子部品株、タイのエネルギー関連株、マレーシアのソフト

ウェア株の株価が上昇し、基準価額にプラスに寄与しました。
・為替市場において、インドルピー、インドネシアルピアを中心にアジア通貨が円に対して上昇（円

安）し、基準価額にプラスに寄与しました。

（主なマイナス要因）
○インフラ関連日本株マザーファンド
・五洋建設、東急建設、三菱重工業への投資が基準価額にマイナスに寄与しました。

○インフラ関連インド・アセアン株マザーファンド
・株式市場において、インドネシアの建設株や公益株の株価が下落したほか、フィリピンの不動産関連

株が軟調に推移し、基準価額にマイナスに寄与しました。
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3

アジアセレクト・インフラ関連株オープン

項目
当期

項目の概要
金額 比率

円 ％
（a）信託報酬 79 0.881 （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
（投信会社） （42） （0.465） 委託した資金の運用の対価
（販売会社） （34） （0.383） 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファン

ドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託会社） （3） （0.033） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b）売買委託手数料 26 0.289 （b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の
平均受益権口数

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介
人に支払う手数料

（株式） （26） （0.285）
（投資信託証券） （0） （0.004）

（c）有価証券取引税 7 0.076 （c）有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の
平均受益権口数

有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取
引に関する税金

（株式） （7） （0.076）
（投資信託証券） （0） （0.000）

（d）その他費用 13 0.141 （d）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益
権口数

（保管費用） （8） （0.094） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証
券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費
用

（監査費用） （1） （0.006） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係
る費用

（その他） （4） （0.040） その他は、税理士費用等
合計 125 1.387
期中の平均基準価額は、8,983円です。

（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により
算出した結果です。

（注）各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のう

ち、このファンドに対応するものを含みます。
（注）各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）が支払った費用を含みません。
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、

項目ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。

１万口当たりの費用明細 （2016年８月27日～2017年２月27日）
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4

アジアセレクト・インフラ関連株オープン

（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的
なパフォーマンスを示すものです。

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件
も異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。

（注）分配金再投資基準価額は、設定日（2015年８月28日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。

2015年８月28日
設定日

2016年２月26日
決算日

2017年２月27日
決算日

基準価額 （円） 10,000 8,563 9,426
期間分配金合計（税引前） （円） － 0 0
分配金再投資基準価額騰落率 （％） － △14.4 10.1
MSCI South East Asia USD（円換算後）騰落率 （％） － △8.3 9.9
MSCI India USD（円換算後）騰落率 （％） － △20.6 24.2
東証株価指数（TOPIX）騰落率 （％） － △12.6 17.0
純資産総額 （百万円） 2,621 3,383 1,119

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。
（注）騰落率は１年前の決算応当日との比較です。

ただし、設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しており、2016年２月26日の騰落率は
設定当初との比較です。

（注）MSCI South East Asia USD（円換算後）、MSCI India USD（円換算後）、東証株価指数（TOPIX）は当ファンドの参考
指数です。設定日の東証株価指数（TOPIX）は設定日前営業日の終値を採用しています。なお、参考指数は投資対象資産
の市場動向を説明する指数として記載しているものです。

最近５年間の基準価額等の推移 （2012年２月27日～2017年２月27日）
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5

アジアセレクト・インフラ関連株オープン

　国内株式市場は、2016年11月の米大統領選後に円安ドル高が進行したことや世界的な景気回復などを
受け、輸出関連株を中心に、上昇基調で推移しました。
　インドおよびアセアン株式市場は、９月から12月にかけては、米国の金利動向やトランプ新政権の経
済政策などを巡る先行き不透明感が続いたことなどから、概ね軟調な展開となりました。2017年に入っ
てからは、域内の景況感指数が回復する中、株価バリュエーション面の割安感に投資家の注目が集まり、
戻りを試す展開となりました。

［組入比率（投資信託証券を含む）］
　組入比率は、2016年12月末にかけてはインドおよびアセアン株式市場に対する慎重姿勢を維持したこ
とから概ね80％台後半で推移させました。2017年に入ってからは、アジア通貨の安定化が株式市場の上
昇につながると判断し90％台前半で推移させました。当期末は91.6％となっております。

［当期の運用状況］
・運用スタンスは、政策、海外株式市場、商品市況、金融市場の動向を踏まえて、実質的な組入比率を

概ね83～92％程度で推移させました。
・「インフラ関連日本株マザーファンド」においては、建設業、機械、鉄鋼、電気機器などのインフラ

関連銘柄を中心に投資を行いました。
・「インフラ関連インド・アセアン株マザーファンド」においては、成長性や業績モメンタムに着目し、

財務分析やバリュエーション分析等を行い、インフラ整備の進捗への期待が続くと想定されるインド、
インドネシア、タイを中心に選別投資を行いました。

・実質組入外貨建資産につきましては、運用の基本方針に則り為替ヘッジを行いませんでした。

投資環境 （2016年８月27日～2017年２月27日）

当ファンドのポートフォリオ （2016年８月27日～2017年２月27日）
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

　当ファンドは毎年２月26日および８月26日（それぞれ休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、繰越
分を含めた経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額を分配対象収益とします。
分配金額は、分配可能額、基準価額水準等を勘案のうえ決定します。
　当期の分配につきましては、見送りといたしました。
　なお、収益分配に充てなかった留保益につきましては、運用の基本方針と同一の運用を行ってまいり
ます。

分配金 （2016年８月27日～2017年２月27日）

（単位：円、１万口当たり・税引前）

項目
第３期

2016年８月27日～
2017年２月27日

当期分配金 －
（対基準価額比率） －％
当期の収益 －
当期の収益以外 －
翌期繰越分配対象額 104

（注）対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なり
ます。

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

　当ファンドは運用の目標となるベンチマークを
設けておりません。右記のグラフは、基準価額と
参考指数の騰落率の対比です。

（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。
（注）参考指数は、MSCI South East Asia USD（円換算後）、

MSCI India USD（円換算後）、東証株価指数（TOPIX）
です。
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7

アジアセレクト・インフラ関連株オープン

（投資環境）
　国内株式市場は中期的な上昇トレンドにあると見ています。世界的な景気回復や円安ドル高に伴う国
内企業の業績改善期待に加え、日銀による上場投資信託（ＥＴＦ）の買入れや上場企業の自社株買いな
ども需給面で支援材料になると考えられます。ただ、米国トランプ政権の政策などに不透明感が高まる
ことにより、一時的に値動きが荒くなる可能性も想定されます。
　当面のインドおよびアセアン株式市場に関しては、域内経済指標の底堅さが株式市場の支援材料にな
ると考えます。インドについては、短期的には高額紙幣廃止に伴う消費の下振れが見込まれるものの、
物品・サービス税の導入をはじめとする政策執行への期待を背景に上値を試す展開が続くと考えます。
アセアンについては、インドネシアでは、政府がインフラ投資の増加を通じて経済成長を促す見通しで
あり、株式市場の下支え要因になると考えられます。マレーシアでは、原油価格の上昇を受けて景気が
底入れしつつあるほか、2016年後半の通貨安を受けて、足元では輸出関連企業を中心に競争力改善が期
待されます。

（運用方針）
＜アジアセレクト・インフラ関連株オープン＞
　資金動向および市場動向に留意しながら引き続き「インフラ関連日本株マザーファンド」の組入比率
を30％台前半、「インフラ関連インド・アセアン株マザーファンド」の組入比率を60％台後半にそれぞ
れ維持する方針です。

○インフラ関連日本株マザーファンド
　インフラ関連事業から中長期的に恩恵を受けると考える銘柄に投資していく方針です。

○インフラ関連インド・アセアン株マザーファンド
　道路や鉄道など主要インフラプロジェクトの拡充が見込まれるタイやインドネシアに加え、モディ政
権の高い政策執行力の下、インフラ整備進捗への期待が続くと想定されるインドの比率を高位に保つ方
針です。

今後の運用方針
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

お知らせ
　該当事項はございません。

商 品 分 類 追加型投信／内外／株式
信 託 期 間 2015年８月28日から2025年８月26日までです。

運 用 方 針

インフラ関連日本株マザーファンドおよびインフラ関連インド・アセアン株マザーファンド（以下、「マザー
ファンド」といいます。）の受益証券への投資を通じて、日本、インドおよび東南アジア諸国連合（アセア
ン）各国のインフラ関連企業の株式（ＤＲ（預託証券）を含みます。）および上場投資信託証券（ＥＴＦ）等
に投資を行い、投資信託財産の成長を目指して運用を行います。
実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

主要投資対象

当 フ ァ ン ド マザーファンドの受益証券を主要投資対象とします。
インフラ関連日本株
マ ザ ー フ ァ ン ド 日本の金融商品取引所上場（上場予定を含みます。）株式を主要投資対象とします。

インフラ関連インド・アセアン株
マ ザ ー フ ァ ン ド

海外の取引所上場株式（ＤＲ（預託証券）を含みます。）および内外の上場投資信託
証券を主要投資対象とします。

運 用 方 法

当 フ ァ ン ド マザーファンドの受益証券を主要投資対象とするファミリーファンド方式で運用を行
います。

インフラ関連日本株
マ ザ ー フ ァ ン ド

日本を含むアジアのインフラ事業の拡大により成長が見込まれる日本の企業の株式に
投資を行います。
投資にあたっては、定量・定性分析等により、日本のインフラ関連企業の中から、業
績動向、財務状況、成長力、バリュエーション等を勘案し銘柄を選定します。

インフラ関連インド・アセアン株
マ ザ ー フ ァ ン ド

日本を含むアジアのインフラ事業の拡大により成長が見込まれるインドおよび東南ア
ジア諸国連合（アセアン）各国の企業の株式（ＤＲ（預託証券）を含みます。）およ
び上場投資信託証券（ＥＴＦ）等に投資を行います。
株式への投資にあたっては、定量・定性分析等により、インドおよびアセアン各国の
インフラ関連企業の中から、業績動向、財務状況、成長力、バリュエーション等を勘
案し銘柄を選定します。
ＥＴＦ等への投資にあたっては、インフラ関連企業の株式を対象とするＥＴＦ等以外
に、投資対象国の株式を対象とするＥＴＦ等にも投資を行うことがあります。

分 配 方 針

毎年２月26日および８月26日（それぞれ休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、原則として、以下の方針に
基づき、収益分配を行います。
分配対象収益の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額と
します。繰越分を含めた経費控除後の配当等収益には、マザーファンドの配当等収益のうち、投資信託財産に
帰属すべき配当等収益を含むものとします。
分配金額は、委託会社が分配可能額、基準価額水準等を勘案のうえ決定します。分配可能額が少額の場合や基
準価額水準によっては、収益分配を行わないことがあります。

当ファンドの概要
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

（参考情報）

○当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

（単位：％）
当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

最大値 1.5 65.0 65.7 47.4 9.3 34.9 43.7
最小値 △13.9 △22.0 △17.5 △27.4 0.5 △12.3 △17.4
平均値 △9.1 15.8 18.2 6.7 3.1 9.2 5.3

（注）全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
（注）2012年２月から2017年１月の５年間の各月末における直近１年間の騰落率の最大値・最小値・平均値を表示したもの

です。なお、当ファンドにつきましては、2016年８月以降の年間騰落率を用いています。
（注）上記の騰落率は決算日に対応した数値とは異なります。
（注）当ファンドは分配金再投資基準価額の騰落率です。

《各資産クラスの指数》
日 本 株：東証株価指数（TOPIX）（配当込み）
先進国株：MSCI-KOKUSAI インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債：NOMURA-BPI国債
先進国債：シティ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）
新興国債：JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エマージング・マーケッツ・グローバル・ディバーシファイド（円ベース）

※各指数についての説明は、最終ページの「代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について」をご参照くだ
さい。

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。
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当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

（％） （2012年２月末～2017年１月末）
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

○組入上位ファンド
銘柄名 第３期末

％
インフラ関連インド・アセアン株マザーファンド 65.3
インフラ関連日本株マザーファンド 31.2

組入銘柄数 2銘柄
（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）組入全銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては100％超となる場合があります。
（注）国別配分につきましては発行国を表示しております。

項目 第３期末
2017年２月27日

純資産総額 1,119,427,140円
受益権総口数 1,187,606,646口
１万口当たり基準価額 9,426円

（注）期中における追加設定元本額は9,568,466円、同解約元本額は665,957,858円です。

当ファンドのデータ
組入資産の内容 （2017年２月27日現在）

その他
3.5％

親投資信託受益証券
96.5％

○資産別配分
その他
3.5％

日本
96.5％

○国別配分
その他
3.5％

円
96.5％

○通貨別配分

純資産等
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

組入上位ファンドの概要
インフラ関連インド・アセアン株マザーファンド

【１万口当たりの費用明細】
（2015年８月28日～2016年８月26日）

項目
当期

金額 比率
円 ％

（a）売買委託手数料 72 0.763
（株式） （67） （0.709）
（投資信託証券） （5） （0.054）

（b）有価証券取引税 14 0.148
（株式） （14） （0.147）
（投資信託証券） （0） （0.001）

（c）その他費用 53 0.563
（保管費用） （21） （0.220）
（その他） （32） （0.342）

合計 139 1.474
期中の平均基準価額は、9,438円です。

（注）上記項目の概要につきましては、運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四

捨五入してあります。
（注）各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券が支払った費

用を含みません。
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中

の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未満は四
捨五入してあります。

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500
（円）

2015/８/28 2016/８/26

【基準価額の推移】
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

【組入上位ファンド】
（2016年８月26日現在）

銘柄名 当期末
％

iShares MSCI India ETF 1.4
PowerShares India Portfolio 1.3
iShares MSCI India Index ETF 0.7

組入銘柄数 3銘柄
（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）組入全銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては100％超となる場合があります。
（注）国別配分につきましては、発行国を表示しております。

当マザーファンドの計算期間における運用経過の説明は、運用報告書（全体版）をご覧ください。

外国投資信託受益証券
3.5％

その他
0.9％

外国株式
95.6％

【資産別配分】

インド
48.7％

アメリカ
2.7％マレーシア

6.8％
インドネシア
9.2％

タイ
10.3％

シンガポール
10.3％

フィリピン
11.1％

その他
0.9％

【国別配分】

インドルピー
28.6％

米ドル
23.6％

フィリピンペソ
11.1％

タイバーツ
10.3％

マレーシアリンギット
6.8％

インドネシアルピア
9.2％

シンガポールドル
9.5％

その他
0.9％

【通貨別配分】

【組入上位10銘柄】
（2016年８月26日現在）

銘柄名 業種／種別等 通貨 国（地域） 比率
％

1 RELIANCE INDS-SPONS GDR 144A エネルギー 米ドル インド 5.8
2 SM INVESTMENTS CORP 資本財 フィリピンペソ フィリピン 4.4
3 MAHINDRA & MAHINDRA LTD 自動車・自動車部品 インドルピー インド 4.0
4 INFOSYS LTD-SP ADR ソフトウェア・サービス 米ドル インド 3.9
5 SIAM CEMENT PCL-NVDR 素材 タイバーツ タイ 3.9
6 POWER GRID CORP OF INDIA LTD 公益事業 インドルピー インド 3.8
7 TATA POWER CO LTD 公益事業 インドルピー インド 3.8
8 WIPRO LTD-ADR ソフトウェア・サービス 米ドル インド 3.6
9 SINGAPORE TELECOMMUNICATIONS 電気通信サービス シンガポールドル シンガポール 3.6
10 TATA MOTORS LTD-SPON ADR 自動車・自動車部品 米ドル インド 3.5

組入銘柄数 45銘柄
（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）組入全銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国を表示しております。
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

インフラ関連インド・アセアン株マザーファンドの組入上位ファンドの概要
iShares MSCI India ETF

【１万口当たりの費用明細】
当ファンドは外国の取引所に上場しているＥＴＦのため、該当
データは公表されておりません。

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0

2014/８/31 2015/８/31

（米ドル）

分配金再投資基準価額

【基準価額の推移】

【組入上位10銘柄】
（2015年８月31日現在）

銘柄名 業種／種別 通貨 国（地域） 比率
％

1 Infosys Ltd. 情報技術 米ドル インド 10.4
2 Housing Development Finance Corp. Ltd. 金融 米ドル インド 9.2
3 Tata Consultancy Services Ltd. 情報技術 米ドル インド 6.2
4 Reliance Industries Ltd. エネルギー 米ドル インド 5.7
5 Sun Pharmaceuticals Industries Ltd. ヘルスケア 米ドル インド 4.5
6 ITC Ltd. 生活必需品 米ドル インド 3.8
7 Hindustan Unilever Ltd. 生活必需品 米ドル インド 3.4
8 HCL Technologies Ltd. 情報技術 米ドル インド 2.8
9 Larsen & Toubro Ltd. 資本財・サービス 米ドル インド 2.6
10 Dr. Reddy’s Laboratories Ltd. ヘルスケア 米ドル インド 2.6

組入銘柄数 71銘柄
（注）比率は、iShares MSCI India ETFの純資産総額に対する割合です。
（注）国（地域）につきましては、発行国を表示しております。

（注）比率は、iShares MSCI India ETFの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては100％超となる場合があります。
（注）国別配分につきましては、発行国を表示しております。

その他
0.1％

株式
99.9％

【資産別配分】
その他
0.1％

インド
99.9％

【国別配分】
その他
0.1％

米ドル
99.9％

【通貨別配分】

※Bloombergおよびブラックロック・ジャパン株式会社のデータを基に、岡三アセットマネジメントが作成し掲載しております。
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アジアセレクト・インフラ関連株オープン

PowerShares India Portfolio

【１万口当たりの費用明細】
当ファンドは外国の取引所に上場しているＥＴＦのため、該当
データは公表されておりません。

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

2014/10/31 2015/10/31

（米ドル）

分配金再投資基準価額

【基準価額の推移】

【組入上位10銘柄】
（2015年10月31日現在）

銘柄名 業種／種別 通貨 国（地域） 比率
％

1 Infosys Ltd. 情報技術 米ドル インド 11.1
2 Reliance Industries Ltd. エネルギー 米ドル インド 10.0
3 Housing Development Finance Corp. Ltd. 金融 米ドル インド 5.8
4 Sun Pharmaceuticals Industries Ltd. ヘルスケア 米ドル インド 5.7
5 Hindustan Unilever Ltd. 生活必需品 米ドル インド 4.8
6 Oil& Natural Gas Corp., Ltd. エネルギー 米ドル インド 4.8
7 Tata Consultancy Services Ltd. 情報技術 米ドル インド 4.0
8 Coal India, Ltd. エネルギー 米ドル インド 3.5
9 Bharti Airtel, Ltd. 電気通信サービス 米ドル インド 3.3
10 Indian Oil Corp., Ltd. エネルギー 米ドル インド 2.9

組入銘柄数 50銘柄
（注）比率は、PowerShares India Portfolioの純資産総額に対する割合です。
（注）国（地域）につきましては、発行国を表示しております。

（注）比率は、PowerShares India Portfolioの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては100％超となる場合があります。
（注）国別配分につきましては、発行国を表示しております。

その他
0.2％

株式
99.8％

【資産別配分】
その他
0.2％

インド
99.8％

【国別配分】
その他
0.2％

米ドル
99.8％

【通貨別配分】

※Bloombergおよびインベスコ・パワーシェアーズ・キャピタル・マネジメント・エルエルシーのデータを基に、岡三アセットマ
ネジメントが作成し掲載しております。
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iShares MSCI India Index ETF

【１万口当たりの費用明細】
当ファンドは外国の取引所に上場しているＥＴＦのため、該当
データは公表されておりません。

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

8.5

2014/12/31 2015/12/31

（米ドル）
【基準価額の推移】

【組入上位10銘柄】
（2015年12月31日現在）

銘柄名 業種／種別 通貨 国（地域） 比率
％

1 INFOSYS LTD 情報技術 米ドル インド 10.2
2 HOUSING DEVELOPMENT FINANCE 金融 米ドル インド 9.5
3 RELIANCE INDUSTRY LIMITED エネルギー 米ドル インド 6.6
4 TATA CONSULTANCY SERVICES LTD 情報技術 米ドル インド 5.8
5 SUN PHARMACEUTICAL INDUSTRY ヘルスケア 米ドル インド 4.0
6 I.T.C LIMITED 生活必需品 米ドル インド 3.7
7 HINDUSTAN UNILEVER LIMITED 生活必需品 米ドル インド 3.3
8 MARUTI SUZUKI INDIA LIMITED 一般消費財・サービス 米ドル インド 2.4
9 HCL TECHNOLOGIES 情報技術 米ドル インド 2.4
10 MAHINDRA & MAHINDRA LIMITED 一般消費財・サービス 米ドル インド 2.4

組入銘柄数 73銘柄
（注）比率は、iShares MSCI India Index ETFの純資産総額に対する割合です。
（注）国（地域）につきましては、発行国を表示しております。

（注）比率は、iShares MSCI India Index ETFの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては100％超となる場合があります。
（注）国別配分につきましては、発行国を表示しております。

その他
0.1％

株式
99.9％

【資産別配分】
その他
0.1％

インド
99.9％

【国別配分】
その他
0.1％

米ドル
99.9％

【通貨別配分】

※Bloombergおよびブラックロック・ジャパン株式会社のデータを基に、岡三アセットマネジメントが作成し掲載しております。
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組入上位ファンドの概要
インフラ関連日本株マザーファンド

【１万口当たりの費用明細】
（2015年８月28日～2016年８月26日）

項目 当期
金額 比率

円 ％
（a）売買委託手数料 43 0.448

（株式） （43） （0.448）
（b）その他費用 0 0.000

（その他） （0） （0.000）
合計 43 0.448
期中の平均基準価額は、9,518円です。

（注）上記項目の概要につきましては、運用報告書（全体版）をご参照ください。
（注）各金額において基準価額は円未満切捨て、その他は各項目ごとに円未満は四

捨五入してあります。
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中

の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未満は四
捨五入してあります。7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500
（円）

2015/８/28 2016/８/26

【基準価額の推移】

【組入上位10銘柄】
（2016年８月26日現在）

銘柄名 業種／種別等 通貨 国（地域） 比率
％

1 五洋建設 建設業 円 日本 7.6
2 清水建設 建設業 円 日本 6.9
3 ショーボンドホールディングス 建設業 円 日本 6.1
4 古河電気工業 非鉄金属 円 日本 6.0
5 前田建設工業 建設業 円 日本 6.0
6 安藤・間 建設業 円 日本 5.6
7 住友大阪セメント ガラス・土石製品 円 日本 5.5
8 東レ 繊維製品 円 日本 5.0
9 大成建設 建設業 円 日本 4.8
10 東急建設 建設業 円 日本 4.4

組入銘柄数 23銘柄
（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。
（注）組入全銘柄に関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
（注）国（地域）につきましては発行国を表示しております。

（注）比率は当ファンドの純資産総額に対する割合です。資産の状況等によっては100％超となる場合があります。
（注）国別配分につきましては発行国を表示しております。

当マザーファンドの計算期間における運用経過の説明は、運用報告書（全体版）をご覧ください。

その他
9.7％

国内株式
90.3％

【資産別配分】
その他
9.7％

日本
90.3％

【国別配分】
その他
9.7％

円
90.3％

【通貨別配分】
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＜代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について＞
騰落率は、データソースが提供する各指数をもとに株式会社野村総合研究所が計算しており、その内
容について、信憑性、正確性、完全性、最新性、網羅性、適時性を含む一切の保証を行いません。ま
た、当該騰落率に関連して資産運用または投資判断をした結果生じた損害等、当該騰落率の利用に起
因する損害及び一切の問題について、何らの責任も負いません。

○東証株価指数（TOPIX）（配当込み）
東証株価指数（TOPIX）（配当込み）は、東京証券取引所第一部に上場している国内普通株式全銘柄を対象とし
て算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、TOPIXに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は東
京証券取引所に帰属します。

○MSCI-KOKUSAI インデックス（配当込み、円ベース）
MSCI-KOKUSAI インデックス（配当込み、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界の先進国の株
式を対象として算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、MSCI Indexに関する著作権、知的財産権その
他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

○MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）は、MSCI Inc.が開発した、世界の新興
国の株式を対象として算出した指数で、配当を考慮したものです。なお、MSCI Indexに関する著作権、知的財産
権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

○NOMURA-BPI国債
NOMURA-BPI国債は、野村證券株式会社が発表している日本の国債市場の動向を的確に表すために開発された投
資収益指数です。なお、NOMURA-BPI国債に関する著作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、野村證券
株式会社に帰属します。

○シティ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）
シティ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）は、Citigroup Index LLCが開発した、日本を
除く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した指数です。
なお、シティ世界国債インデックスに関する著作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、Citigroup Index 
LLCに帰属します。

○JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エマージング・マーケッツ・グローバル・ディバーシファイド（円ベース）
JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エマージング・マーケッツ・グローバル・ディバーシファイ
ド（円ベース）は、J.P. Morgan Securities LLCが算出、公表している、新興国が発行する現地通貨建て国債を対
象にした指数です。なお、JPモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス－エマージング・マーケッツ・グ
ローバル・ディバーシファイドに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、J.P. Morgan Securities LLCに
帰属します。
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